
 1 

令和元年度江津邑智消防組合人事行政の運営等の状況 

  

○職員の任免及び職員数に関する状況 

 １ 職員採用及び退職の状況                                                  （単位：人） 

職  種
 

平成31年度 

採 用 者 数 

令和元年度退職者数 令和2年度 

採 用 者 数 

（4/1付) 

定年退職 勧奨退職 その他 計 

消防職 6  0  0  4  4  5  

    

      

 ２ 職員採用試験の状況（令和元年度実施）                           （単位：人） 

試験区分
 

申込者数
 第１次試験 

受 験 者 数 

第１次試験 

合 格 者 

最終合格者 

(名簿登載者) 

採用者 

（4/1付) 

消防職 9  9  8  6   5  

 

 

 ３ 職員の任用状況（令和2年4月1日）                           （単位：人） 

 

職    名 

 

消 防 長 消防次長 
総括調整監 

課（署）長 

課長補佐 

副 署 長 

調 整 監 

所    長 

係    長 

総括主任 

 

主  任 

昇任者数     8  6  

 

階    級 消防監 消防司令長 消防司令 消防司令補 消防士長 消防副士長 

昇任者数    3  4  4  3 

  

 

 ４ 職員数の状況（各年度4月1日現在）                                     （単位：人） 

区 分
 

 

職  員  数 
主な増減理由 

平成31年度 令和2年度 増減数 

消 防 職 員 125  126  1  職員採用によるもの 

 うち女性職員  1   2   1  

 うち再任用職員        

  ※他の地方公共団体への派遣職員2人を含む 

 

 ５ 職員の在職状況（平成31年4月1日現在）                                  （単位：人） 

消防本部 江津消防署 川本消防署 出張所 合 計 

29(1)  25  17  54  125(1)[132]  

 ※( )は女性職員数、[  ]は条例定数 
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６ 年齢別階級別職員数（平成31年4月1日現在）                              （単位：人） 

 監 司令長 司令 司令補 士長 副士長 消防士 計 

18～20歳          9      9 

21～25歳       22     22 

26～30歳     4 11 3     18 

31～35歳     28(1)       28 

36～40歳    16 3       19 

41～45歳   14 6        20 

46～50歳      2 1     1         4 

51～55歳              

56～60歳 1 4           5 

再任用         

合 計     1   6 15 23 35(1) 11 34    125 

  ※( )は女性職員数 

 

 

○職員の人事評価の状況 

      一部実施（令和元年度中の職員の勤務評定については、昇任・昇格において部分的に実施され

ています。） 

評定時期 評定対象者(人) 

令和2年1月 昇給     123 

平成31年4月 昇格・昇任      40 

 

 

○職員の給与の状況 

 １ 人件費の状況（令和元年度一般会計決算）                                 （単位：千円） 

区分 管内人口 歳出額 A 実質収支 人件費 B 人件費率B/A 

元年度 42,088人 1,377,626 15,320 923,985 67.0% 

 ※人件費には、消防組合議会議員、委員等の報酬を含みます。 

 

 

 ２ 職員給与費の状況（令和元年度一般会計決算）                           （単位：千円） 

区分 
職員数 

A  

給   与   費 一人当たり給与費 

B/A  給料 職員手当 期末勤勉手当 計 B 

元年度 125人 420,050 117,067 166,335 703,452 5,628 

 ※職員数は、平成31年4月1日現在の人数です。 

 ※職員手当には退職手当・児童手当は含みません。 
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 ３ 職員の平均給料・給与月額及び平均年齢の状況（平成31年4月1日現在） 

区   分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

江津邑智消防組合 33.5歳 279,823円 346,409円 313,963円 

島根県（一般行政職） 43.2歳 329,433円 399,222円 352,983円 

国（一般行政職） 43.4歳 329,433円 － 411,123円 

 ※「平均給料月額」とは、職員の基本給の平均です。 

 ※「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの

全ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているも

のです。  

  また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（時間外勤

務手当等を除いたもの）で算出しています。 

 

 ４ 職員の初任給の状況（平成31年4月1日現在） 

 

消防職 

 

大学卒 199,000円  

 

 

短大卒 183,700円 

高校卒 169,900円 

   

 

 ５ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成31年4月1日現在） 

区  分 経験10年 経験20年 経験25年 経験30年以上 

消防職
 大学卒 265,867円 該当者なし 該当者なし 該当者なし 

高校卒 258,100円 329,700円 371,233円 420,771円 

 

 ６ 級別職員数の状況（平成31年4月1日現在）                               

  ⑴  級別職員数及び給料表の状況                                    〈公安職給料表適用〉 

区分
 

 

標準的な職務内容
 

 

職員数
 

 

構成比
 

 

1号 級 の 

給料月額 

最高号級の 

給料月 額 

１級 消防士     34人 27.2%       169,900円       324,800円 

２級 消防副士長     11人 8.8%       185,600円       361,600円 

３級 主任、消防士長     32人 25.6%       211,600円       380,900円 

４級 係長、総括主任、主任     26人 20.8%       251,300円       398,300円 

５級 
課長補佐、調整監 

所長、係長 
    15人 12.0%       294,300円       415,700円 

６級 
消防次長、総括調整監

課長、署長 
     6人 4.8%       320,200円       425,200円 

７級 消防長      1人 0.8%       347,600円       440,700円 

合  計    125人 100.0%   
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 ※江津邑智消防組合の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 

 ※標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

 ※月額は特例条例の減額した金額です。 

 

 ７ 職員手当の状況 

⑴   期末手当・勤勉手当（令和元年度支給実績） 

支給職員1人当たり

の平均支給額 

期末手当
 

 

勤勉手当
 

 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置

有り（役職加算 5～20%）     1,330千円     2.60月分     1.90月分 

 

⑵   退職手当（平成31年4月1日現在） 

 

区    分
 

支 給 割 合 

自己都合退職 勧奨・定年退職 

退職手当 

最高限度額                49.59000月分                49.59000月分 

勤 続 3 5年                41.32500月分                49.59000月分 

勤 続 2 5年                29.14500月分                34.58250月分 

勤 続 2 0年                20.44500月分                25.55625月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 

一人当たり平均支給額 1,008千円 

  ※退職手当の1人当たりの平均支給額は、令和元年度に退職した職員に支給された平均額です。 

  ※江津邑智消防組合は、島根県市町村総合事務組合に加入し、退職手当の支給率は同組合の支給条

例に基づくものです。 

 

⑶  特殊勤務手当（令和元年度一般会計決算） 

支給実績           3,455千円 

支給職員1人当たり平均支給年額            28,320円 

職員全体に占める手当支給職員の割合              82.8 % 

手当の名称 主な支給対象職員 支給実績 支給単価 

出動手当 

水・火災に出動した職員 70千円 1回につき   250円 

救急・救助に出動した職員 929千円 1回につき   200円 

救急に出動した救急救命士 1,468千円 1回につき  500円 

夜間特殊業務手当 
深夜（午後10時から午前5時までの間）

において通信業務に従事した職員 

 

988千円 

 

1回につき   300円 

 

⑷  時間外勤務手当（令和元年度一般会計決算） 

支給実績 21,180千円 

支給職員1人当たり平均支給年額 184千円 
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⑸  その他の手当（令和元年度一般会計決算） 

手当名 内容及び支給単価 
国の制度

との異同 

国の制度と

異なる内容 
支給実績 

支給職員 1 人当た

り平均支給年額 

扶 養 手 当 

配偶者      6,500円 

 子      10,000円 

その他      6,500円 

特定期間（満16歳年度初めか

ら満22歳年度末）の子の加算 

        5,000円 

 

 

同じ 

 

 

 

 

 

 

 

22,150千円 281,700円 

住 居 手 当 

賃貸居住者 

月額12,000円を超える家

賃を支払っている者に対

して27,000円を限度に支

給 

同じ 

 

 

 

 

9,602千円 258,672円 

通 勤 手 当 

交通機関利用者 

最高支給限度額 55,000円 

交通用具使用者 

通勤距離区分により2,000

円から31,600円の範囲内

で支給 

異なる 

 

勤務形態の

違いによる

支給額 14,144千円 123,708円 

管理職手当 

消防長         54,000円 

消防次長    48,000円  

総括調整監・課長・署長  

         41,600円 

 

 

国は俸給の

特別調整額

として支給 

3,720千円 531,429円 

休日勤務手当 

祝日及び年末年始の休日

において勤務を割り振ら

れた職員に支給 

勤務1時間当たりの給料額

×135/100 

異なる  38,164千円 363,467円 

夜間勤務手当 

深夜（午後10時から翌朝5

時の間）に正規の勤務時

間が割り振られた職員に

支給 

勤務1時間当たりの給料額

×25/100 

同じ 

 

 

 

 
4,193千円 59,056円 

児 童 手 当 

中学校修了までの子供を

養育している職員に支給  

0歳から3歳未満 15,000円 

3歳以上小学校修了前 

 第1子・第2子  10,000円 

 第3子以降     15,000円 

中学生     10,000円 

同じ 

 

 

 

 

 

 

20,095千円 275,274円 

単身赴任手当 

異動に伴い転居し、やむ

を得ない事情により配偶

者と別居して単身で生活

する職員に支給 

同じ 

 

 

 
456千円 456,000円 
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○職員の勤務時間その他の勤務条件の状況及び職員の休業に関する状況 

 １ 勤務時間の状況 

区分 毎日勤務者 交替制勤務者（２部制） 

勤務時間  8:30～17:15  8:30～翌日の 8:30 

休憩時間 

12:00～13:00 

 

 

12:00～13:00 

17:15～18:15 

仮眠時間等 6時間30分 

1日の勤務時間  7時間45分 15時間30分 

1週間の勤務時間 38時間45分 4週間を平均して1週間当たり38時間45分 

週休日 日曜日及び土曜日 4週間につき8日 

休日 国民の祝日、年末年始（12月29日から1月3日）） 

 

 ２ 休暇、休業制度の取得状況（平成30年中/令和元年中） 

  ⑴ 年次有給休暇の取得状況 

区分 総付与日数 A 総取得日数 B 対象職員 C 平均取得日数 B/C 消化率 B/A 

毎日勤務者
 

1,285 / 1,011 259 / 196 23 / 17 11.3 / 11.5 20.2%/19.4% 

交替制勤務者
 

5,709 / 5,546  724 / 575 109 / 108 6.6 / 5.3 12.7%/10.4% 

全職員
 

6,994 / 6,557 983 / 771 132 / 125 7.4 / 6.2 14.1%/11.8% 

 

 

  ⑵ 特別休暇（主なもの）等の取得状況（平成30年中/令和元年中） 

種類 内容 取得者数(人) 延べ取得日数(日) 

公務傷病等休暇 公務災害、通勤災害による療養 0 / 1  0 / 10 

私傷病休暇 私傷病による療養休暇 10 / 15 39 / 73 

生理休暇 生理日の就業が困難なとき   

産前産後休暇 産前産後の休暇   

慶弔休暇 

本人の結婚 4 / 2 26 / 13 

妻の出産 0 / 4  0 / 10 

忌引 14 / 15 41 / 35 

父母、配偶者及び子の祭日   

介護休暇 親族の介護   

 

特 

別 

休 

暇 

 

夏期休暇  128 / 125 384 / 375 

リフレッシュ休暇  128 / 123 640 / 615 

ボランティア休暇 自発的な社会に貢献する活動 4 / 0 4 / 0 

ドナー休暇 
骨髄移植若しくは末梢血幹細胞移植の

ために必要な検査、入院等 

 

 

 

 

子の看護休暇 中学校就学前の子の看護 1 / 2 5 / 2 

育児休業 3歳に達しない子の養育   
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○職員の分限及び懲戒処分の状況 

 １ 分限処分の状況 

 区     分 降任 免職 休職 降給 計 

勤務実績が良くない場合      

心身の故障      

職に必要な適格性を欠く場合      

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を生じた場合      

刑事事件に関し起訴された場合      

条例で定めた事由による場合      

 ※分限処分とは、職員の身分保障を前提としつつ、一定の事由がある場合に公務の能率の維持を目

的とし、 職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分です。 

  

２ 懲戒処分の状況                                                           （単位：人） 

区     分 戒告 減給 停職 免職 合計 訓告 

法令に違反した場合       

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合       

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合       

 ※懲戒処分とは、任命権者が職員の一定の義務違反に対し、道義的責任を問う処分であり、それに

よってその地方公共団体における規律と公務遂行の秩序を維持することを目的とする処分です。 

 

○職員の服務の状況 

 １ 服務の概要 

      すべて職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務遂行に当たっては全力を

挙げて勤務しなければならないという服務の根本基準が地方公務員法で規定されています。 

事項 区分 違反件数 

法令等及び上司の命令に従う義務 職務遂行上        - 

信用失墜行為の禁止 身分上        - 

秘密を守る義務 身分上        - 

職務に専念する義務 職務遂行上        - 

政治的行為の制限 身分上        - 

争議行為等の禁止 身分上        - 

営利企業等の従事制限 身分上        - 

 ※令和元年度における服務に関する通達又は通知なし 

 

 ２ 営利企業等の従事の状況 

     令和元年度中の該当はありません。 

 

 ３ 職務に専念する義務の特例に関する条例による免除の状況 

      令和元年度中の該当はありません。 
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○職員の研修の状況 

   職員研修の実施状況（主なものを抜粋） 

研修機関・教育訓練・研修区分 実施数(回) 延べ人員(人) 

救急救命研修所 
指導救命士養成研修      2      2 

救急救命士養成課程          1          2 

島根県消防学校 

初任総合教育          1          7 

専科教育 

警防科          1          1 

予防科          1          1 

救助科      1      1 

幹部教育 初級幹部科          1          1 

 

特別教育 

 

幹部特別（研修教官）          1          1 

予防特別（違反是正）          1          2 

通信指令課程（通信指令）          1          1 

その他 消防操法審査員講習会          1          3  

救急専門講習等 

救急症例検討会等          6        121 

JPTEC更新コ－ス      1          7 

MCLC標準コース          1 1 

救急救命士追加講習（ビデオ喉頭鏡）      1 5 

部外研修等 

原子力防災基礎研修          1          2 

ハラスメント研修          1          2 

感染防止対策全国ブロック研修会          1 2 

部内研修等 
予防研修会          2         75 

警防研修会          2        178 

訓練（他機関合同） 
緊急消防援助隊中四国ブロック合同訓練          1          5 

土砂･風水害機動支援部隊特殊車両習熟訓練          1      5 

救助大会 

島根県消防救助技術大会          1         21 

中国地区消防救助技術指導会      1         12 

全国消防救助技術大会      1          8 

島根県消防長会各種業務研修会等      7    14 

全国消防長会中国支部各種業務研修会等          5          9 

島根県市町村総合事務組合研修          3          6 

 

○職員の退職管理の状況 

令和元年度課長

級以上退職者数 
届出件数 

 

再就職先の内訳 

0 0 

国又は地方公共

団体の機関 

公益法人等 その他の 

非営利法人 

営利法人 その他 
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 ※在職中、管理監督の地位にあった者（課長職以上）は、離職後2年間、営利企業等に再就職した

場合は、組合に届出を行う必要があります。 

 

○職員の福祉及び利益の保護の状況 

 １ 職員の健康管理に関する主要事業の実施状況                          （単位：人） 

区  分 対象者 
受診者数 

（括弧内はドック受診者数） 
受診率 

定期健康診断 125 125(28) 100％ 

 特定業務従事者健康診断 101 101(16) 100％ 

 前期 101 101(3) 100％ 

後期 100 100(13) 100％ 

インフルエンザ予防接種 124 123 99.2％ 

  

 

 ２ 職員互助会の状況 

互助会の事業 内  容 

給付事業 結婚祝金、出産祝金、入学祝金、新築祝金、病気見舞金、災害見舞金、弔慰金 

福利厚生事業 各種親睦事業参加費助成、予防接種、人間ドック助成 

職員互助会に係る決算額 2,860千円 

 会員掛金 給料月額×4.0／1,000＋定額1,000円（定額分は6月間） 

 

 

 ３ 共済制度 

共済組合の事業 内  容 

短期給付 
保健給付(療養の給付､出産費､埋葬料) 災害給付(弔慰金､災害見舞金) 

休業給付(負傷手当金､出産手当金､休業手当金､育児休業手当､介護休業手当金) 

長期給付 年金給付､障害年金給付､遺族年金給付 

福祉事業 保健事業､宿泊事業､貯金事業､貸付事業､物資事業 

  ※江津邑智消防組合職員は、島根県市町村職員共済組合に加入しています。 

 

 

 ４ 公務災害補償制度に関する状況                    

区 分 公務による災害 通勤による災害 

認定件数(件)               0               0 

 

 

○公平委員会の業務の状況 

勤務条件に関する措置の要求の状況   

不利益処分に関する審査請求の状況  
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